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①消費者教育の体系化（資料２－２） 現行の各種施策

⑥教材作成
（関係省庁消費者教育会議）

内閣官房、内閣府、金融庁、
総務省、法務省、文部科学省、
厚生労働省、農林水産省、
経済産業省、環境省、
国民生活センター、
金融広報中央委員会

③ポータルサイトの構築（資料２－４）

②「出前講座」実施の
専門家育成（資料２－３）

⑦メールマガジン
「見守り新鮮情報」

⑧「消費者問題出前講座」

教材発見
活用のための
問題点抽出

現時点における
消費者教育推進の方向性（案）

⑤消費生活センターと
教育委員会との連携強化

④内閣府・文部科学省間の
連携の強化

資料２－１


